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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体に軸支された回転軸の軸芯方向に弾性手段で常時弾性加圧力を付与された従動伝達
車と、外部の変速指令を受けて該加圧力に抗する押圧力を付与される駆動伝達車と、上記
両伝達車間を巻掛けされる伝達体とを有し、上記伝達体および伝達車の接触径を可変に制
御する変速機操作装置において、
　変速指令に応じて上記駆動伝達車に該回転軸芯方向の押圧力を付与する駆動ジャッキを
もつ駆動アクチェータと、変速指令に応じて上記従動伝達車の該回転軸芯方向へ上記弾性
手段に対して直列に押圧力を付与し上記従動伝達車に加える上記弾性手段の該加圧力が増
速指令を受けて減少し減速指令を受けて増大するように上記弾性手段を付勢する従動ジャ
ッキをもつ従動アクチェータと、さらに変速指令の逆転阻止機能をもつ上記駆動および従
動ジャッキを互に共通にまたは夫々個別に付勢するための変速指令供給源とを有し、上記
駆動アクチェータは上記駆動伝達車に直接的に加圧して上記伝達体との接触径に対し可変
径位置決め制御機能による変速比又は出力回転数制御を施し、さらに上記従動アクチェー
タは上記従動伝達車に上記弾性手段を介して間接的に加圧して上記伝達体に対し可変加圧
制御機能による伝達トルク制御を施したことを特徴とする変速機操作装置。
【請求項２】
　請求項１において、上記変速指令供給源は、該駆動アクチェータが押圧アクチェータで
働き該従動アクチェータは上記押圧アクチェータと逆方向に押圧する逆押圧アクチェータ
で働くと共に夫々上記駆動および従動ジャッキを変速指令で互に同期付勢することを特徴
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とする変速機操作装置。
【請求項３】
　請求項２において、上記駆動および従動アクチェータで、上記各ジャッキはネジ手段お
よび送りナットからなるスクリュ付勢装置、流体シリンダを有する圧力流体付勢装置また
はカムレバーを持つカムレバー付勢装置であることを特徴とする変速機操作装置。
【請求項４】
　請求項３において、上記駆動および従動アクチェータで、上記駆動および従動アクチェ
ータで、各ジャッキは互に機械式の連動手段を経由して上記変速指令供給源との間で同期
連結されると共に、単一の手動ハンドル、可逆モータまたは圧力流体付勢動力源を含む上
記変速指令供給源で付勢されたことを特徴とする変速機操作装置。
【請求項５】
　請求項３において、上記従動アクチェータは、変速指令に応じた上記従動伝達車への軸
芯方向の変速移動分Ｌ１を付与する第一従動アクチェータと、変速指令に応じた上記弾性
手段への軸芯方向の加圧移動分Ｌ２を付与する第二従動アクチェータとを有することを特
徴とする変速機操作装置。
【請求項６】
　請求項３において、上記従動アクチェータは、上記従動伝達車の変速移動分Ｌ１および
上記弾性手段の加圧移動分Ｌ２でなるストロークＬ０（＝Ｌ１＋Ｌ２）を移動可能にする
共通ネジ溝で形成された単一の従動スクリュ付勢装置を有することを特徴とする変速機操
作装置。
【請求項７】
　請求項５において、上記従動アクチェータで、上記第一および第二従動アクチェータは
互に逆ネジに該ネジ溝で形成された夫々個別の第一および第二スクリュ付勢装置を有する
ことを特徴とする変速機操作装置。
【請求項８】
　請求項７において、上記駆動および従動アクチェータは、上記各スクリュ付勢装置の各
ネジ軸を歯車伝達機で働く台形ネジまたはボールネジで構成し、或いはいずれか一つの上
記ネジ手段を台形ネジでまた他のネジ部をボールネジで構成したことを特徴とする変速機
操作装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　この発明は、工作機械などの産業機械，車両，モータ等に設置される伝達体を用いた無
段変速機に関し、特に全変速領域で定馬力伝達を達成するように改良された変速機操作装
置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　伝達体と伝達車との接触半径を連続的に変化させる無段変速機は公知である。例えば日
本特許出願公告番号：特公平８－１００２１号に記載され技術思想は、ベルトなどの伝達
体により大きな伝達トルクを得るため、油圧などの圧力流体で駆動および従動伝達車を同
時にかつ直接加圧し、電子的制御によって両者の圧力バランスを詳細に制御することによ
り、両伝達車と伝達体の互いの接触半径を変化させて、変速比を決定させるものである。
しかし現実は文献上公知であって実用上の製品化は不充分である。
【０００３】
　その原因を調査すると、油圧など圧力流体による直接的な両プーリ円板車の同時加圧制
御方式には決定的に大きな２つの問題点が認識できる。すなわち
（１）空圧、油圧など圧力流体は、大きな加圧力は得られても元来高精度かつ早応答性の
位置決め制御は極めて不得手であること、（２）さらに圧力流体でも油圧流体では、弾性
が全く存在せず、また気体では弾性があり過ぎることである。一方これに対して、ベルト
無段変速機の実用上要求される変速機構には、原理的に解決すべき課題が二つ存在する。
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即ち、（一）伝達車とベルト伝達体の接触径を正確に維持しかつ速応で再現すること。伝
達車の二つの円板車の相対距離の位置決め精度が高く、或る変速比から別の変速比への移
行の応答性が早くかつ移行後に円滑に安定位置を再現維持すること。（二）運転中伝達動
作および伝達トルクを常時安定状態に自動調芯し続けること同時に変速機固有の誤差要因
又は変速機に外部から加わる変動要因に対し、変速機自身が自らこれを吸収し安定状態に
瞬時復帰する自動調芯機能をもつことである。
【０００４】
　ところが、変速機の二つの課題には、上述（一）の課題が位置決めの高精度、安定再現
性の点であるのに対し、また上述（二）は変動要因の吸収復帰性、弾性吸収特性の問題で
あり、両者は互に矛盾する性質が同時に要求されることを意味する。しかし、この相矛盾
する二つの課題は、上述した圧力流体のもつ２つの特質（１），（２）に対比してみると
、変速機の駆動および従動伝達車に圧力流体による弾性が存在しない加圧力だけを直接に
印加して両プーリ円板車の加圧制御を同時に行うことには全く不適格であることを既に暗
示している。
【０００５】
　元来変速機は、対策を施すべき不確定な変動要因や、また出力回転数および出力トルク
と出力馬力に対する誤差変動要因が多過ぎる。例えば（ａ）ベルト伝達体の伸び、（ｂ）
ベルト伝達体の接触面の摩粍、（ｃ）ベルト伝達体の幅方向の弾性量、（ｄ）プーリ伝達
車の接触面の摩粍、（ｅ）運転中の発熱による油圧媒体の温度変化、（ｆ）油路における
油流出、さらに（ｇ）作動油の応答速度などの変動要因は、すべて出力回転数および伝達
トルクに悪い影響を与える。単に出力動力の誤差として表われるに留まらず、正規な伝達
動作自体を妨げる不安定要因として働く。
【０００６】
　問題点は、これ等の要因の大部分は、不確定な要因であり、予め正確な補償量として予
見できないものが多い、従って、本来確定要因である駆動伝達車の加圧力と、従動伝達車
の加圧力との相互の圧力バランスのみを単純に加圧制御していたのでは、短期のうちに変
速制御が不能に到ることは明白である。特にこれ等の不確定な変則要因の全てを電子的調
節機構にて予め予見させ負担させることは、不確実の故に事実上不可能である。
【０００７】
【解決すべき課題】
　定馬力伝達型の変速機構を思想的に確立するには、入出力側の各々の伝達車に対して、
所定変速比を制御し安定に維持させるため伝達車と伝達体の接触径の高精度位置決めさせ
た可変径制御機能と、伝達体への変速比に応じた所定トルクを常時確保する可変加圧制御
機能との二つの機能の役割分担を明確に区分することが不可欠である。
【０００８】
　本発明の第一の目的は、前者の直接的な伝達車での可変径制御機能を駆動伝達車とその
操作装置が分担し、後者の間接的な伝達車への可変加圧制御機能を従動伝達車とその操作
装置がそれぞれ分担させ、全体として一つの変速装置に要求される互いに相矛盾する二つ
の機能を同時に達成されるものである。これによって一担駆動車側で変速比または出力回
転数に応じた伝達体の接触径が決まるとこの位置決めした状態を安定維持させ、さらに従
動車側で弾性手段を介して伝達トルクに応じた可変加圧制御することにより全変速領域で
一定馬力の動力伝達を果たさせると同時に内外の誤差要因に対して伝達体の接触径を自動
調芯させる変速機操作装置を提供するものである。
【０００９】
　本発明の第二の目的は、前者の可変径制御機能の安定位置決めと良好な再現性による変
速比を得るための駆動アクチェータと、また後者の可変加圧制御機能による所定トルクか
ら得るために変速指令に応じて変化する伝達体への弾性手段からの加圧力特性を高速域で
減少させ低速域で増大させ出力回転数に対して負傾斜の加圧特性で加圧制御する従動アク
チェータと、さらにスクリュ、圧力流体またはカムレバー付勢装置を付勢する変速指令供
給源とで定馬力伝動を実現した変速機操作装置を提供する。
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【００１０】
　本発明の第三の目的は、変速機固有の内部変動要因および変速機の外部から侵入する外
部変動要因に対して弾性手段を従動アクチェータと共に組み込むことによって、これ等の
要因を自動的に吸収し、かつ自動的に元の正規な伝達状態に瞬時復帰させて、全変速領域
で安定伝達状態と早い変速応答性を確保するための自動調芯機能と伝達トルクの可変制御
機能を持たせた変速機操作装置を提供するものである。
【００１１】
　本発明の第四の目的は、各伝達車の回転軸が本体に片持軸受支持されてもまた両軸受支
持されても、いずれの場合にも各伝達車への可変径制御機能および可変加圧制御機能を充
分かつ簡易に達成させることができる変速機操作装置を提供している。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　　　本発明の変速機操作装置は、本体に軸支された回転軸の軸芯方向に弾性手段で常時
弾性加圧力を付与された従動伝達車と、外部の変速指令を受けて該加圧力に抗する押圧力
を付与される駆動伝達車と、上記両伝達車間を巻掛けされる伝達体とを有し、上記伝達体
および伝達車の接触径を可変に制御する変速機操作装置において、変速指令に応じて上記
駆動伝達車に該回転軸芯方向の押圧力を付与する駆動ジャッキをもつ駆動アクチェータと
、変速指令に応じて上記従動伝達車の該回転軸芯方向へ上記弾性手段に対して直列に押圧
力を付与し上記従動伝達車に加える上記弾性手段の該加圧力が増速指令を受けて減少し減
速指令を受けて増大するように上記弾性手段を付勢する従動ジャッキをもつ従動アクチェ
ータと、さらに上記駆動および従動ジャッキを互に共通または夫々個別に付勢するための
変速指令供給源とを有し、上記駆動アクチェータは上記駆動伝達車に直接的に加圧して上
記伝達体との接触径に対し可変径位置決め制御機能による変速比又は出力回転数制御を施
し、さらに上記従動アクチェータは上記従動伝達車に上記弾性手段を介して間接的に加圧
して上記伝達体に対し可変加圧制御機能による伝達トルク制御を施したものである。
【００１３】
【発明の実施の形態】
　本発明では、互いに相矛盾する上述の機能として正確な位置決め機能による速比制御と
、自動調芯機能および伝達トルク制御との各役割を各々の伝達車に分担して操作させたも
のである。即ち、前者の機能を駆動車側で、また後者の機能を従動車側で分担し、特に後
者の機能を従動アクチェータから弾性手段を経由して従動車を回転数に対し負傾斜特性の
加圧力で付勢させたものである。
【００１４】
　駆動伝達車は正確な位置決め能力を持つ駆動ジャッキの押圧力を直接的に付与されるこ
とによって伝達車と伝達体との接触径による所定変速比に対する可変径位置決め制御機能
を運転中常時確保し、他方の従動伝達車では従動ジャッキの逆押圧力の弾性手段を介して
間接的に運転中常時可変加圧制御することにより伝達体への所定トルクを確保し、同時に
伝達体の伸び摩粍などの内外の変動要因に対して自ら正規の安定伝達状態に瞬時に自動復
帰させるので早い応答性と自動調芯機能を果させたものである。
【００１５】
　特に本発明の大きな狙いは、圧縮に伴って押圧力を増す通常の正傾斜特性の弾性手段を
使用しながら、これを変速指令に応じて作動する従動アクチェータと弾性手段を組合せる
ことによって、従動伝達車に対する弾性手段の加圧力が、高速域で減少し低速域で増大さ
せることで、出力回転数に対し負傾斜特性の加圧力として従動車に印加し、この作用によ
って定馬力伝達動作と自動調芯動作とを同時に達成したことにある。
【００１６】
　本明細書では、いずれの実施形態も大気雰囲気下で使用する実施例を開示したが、これ
に限らず油槽内で使用する場合にも適用でき、さらに駆動またはおよび従動伝達車の回転
軸が本体に片持軸受支持される場合も、また両軸受支持される場合でも、いずれの場合に
も適用できる操作機構を実現している。更に、駆動および従動伝達車を制御する操作機構
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が本体の同一平面側に集約し変速指令供給源を共用化したり、各アクチェータの相互間を
連動化したりすることにより、更に押圧力および逆押圧力の互に逆相関係になる変速指令
を容易に変更したり、必要に応じて各種の制御形態が任意に選択、変更できる。
【００１７】
【実施例】
〔第１実施例〕
　図１は、本発明の第１実施例の無段変速機の断面図である。図１において、１および２
は伝達車で、いずれも摺動円板車すなわち第一円板車１ａ、２ａと、固定円板車すなわち
第二円板車１ｂ、２ｂとを相対向して配置され、両伝達車１、２間に伝達体４が巻掛けさ
れる点は従来技術の場合と同じである。動作説明の理解の都合上、中心線を境として各伝
達車１、２と伝達体４との接触半径ｒが、右側で最大径、左側で最小径に便宜的に描かれ
、作図上途中の無端伝達体４の描写は省略されている。なお、キー構造、給油シール構造
等の詳細は省いて描いた。
【００１８】
　駆動伝達車２は、固定本体１０に取付けた原動機１１としてここでは誘導電動機の軸端
を入力軸１１ａに装備される。変速指令供給源９として電気的可逆モータ１２は、可逆電
動機１２ａ、ギャヘッド１２ｂ、伝達機１２ｃおよび電気的制御機構１２ｄからなり、い
ずれも周知の機構で構成される。変速指令供給源９は、第１連動手段１３と二つのカップ
リング８とから成る第１動力伝達機で連結された変速押圧アクチェータ即ち駆動アクチェ
ータ６の連結体３が軸受５を介して第一円板車２ａと連結している。駆動アクチェータ６
は、ここでは逆転阻止機能の特質をもつ台形ネジ軸を有するスクリュ付勢装置６ａが使わ
れ、更に本実施例では逆転阻止の特質をもつとして周知のウォームおよびウォームホイー
ルから成るウォーム伝達機を内蔵した駆動ジャッキ１４を本体１０に固定し、連結体３お
よびネジ手段１５が供給源９に応じて直接上下動する構造である。
【００１９】
　一方、従動伝達車１には本発明の変速機操作装置に於ける定馬力伝達を保証する技術思
想が適用されている。伝達車１が装備されている回転軸、即ち変速機１０の出力軸２０は
、軸芯と同軸に貫通孔２１が施されると共に軸受２２、２３で片持支持され、全体を軸枠
２９で本体１０に支持されている。従動伝達車１には、駆動アクチェータ６と連動して逆
方向に押圧する従動アクチェータ２５が連結される。
【００２０】
　変速逆押圧アクチェータ即ち従動アクチェータ２５は、この例では駆動アクチェータ６
のスクリュ付勢装置６ａと多少異っている。逆転阻止の特質をもつとして周知のウォーム
およびウォームホイールからなるウォーム伝達機を内蔵した駆動ジャッキ２４と、ネジ手
段２６、さらに本例では、二つの送りナットで示した加圧連結体２７、２８とで構成され
、各ナット２７、２８には基準位置を確保する回り止めレバー２７ａ、２８ａが施されて
いる。ネジ手段２６は貫通孔２１を貫通され、孔２１を突出する両方の端部に互に逆ネジ
の関係にたつ二つのネジ溝２６ａおよび２６ｂが施され、それぞれの送りナット２７およ
び２８がネジ手段２６の回動により互に逆向に進むように配置される。これによりネジ手
段２６は、駆動ジャッキ１４と同一の本体平面側に配置された従動ジャッキ２４で制御さ
れることになる。
【００２１】
　この従動ジャッキ２４のウォーム軸２４ａの一端は、ヒンジ１６ｂが施され、もう１つ
の駆動ジャッキ１４のウォーム軸１４ａに施したヒンジ１６ａと第２連結棒１７および伸
縮部１８をもった第２連動手段１９で両者は結合され、互にアクチェータ６、２５間で変
速動力および変速比信号の双方を単一の変速指令として同期させながら伝達している第２
動力伝達機として働いている。なお、各ネジ手段の回転方向は、ウォーム軸の二つの入力
端２４ａのいずれかによって選択可能である。また変速指令は供給源９から直接各アクチ
ェータ６、２５に各々個別に付与して良いが、本実施例では単一の供給源９を共用してい
る。
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【００２２】
　この従動アクチェータ２５は、上述以外にさらに二つの点で駆動アクチェータ６と機構
の働きが異っている。第１相異点は、従動アクチェータ２５のウォーム軸２４ａの回動に
伴って、従動アクチェータ２５のネジ軸２６は原則として回転力のみを伝達する。第２の
相異点は、図３に示す様に、ネジ手段２６の端部とウォームホイール３１とがスプライン
軸で係合されている点である。これによりウォームホイール４３の回転動力の伝達だけで
なく、後述するように微調整作用の目的で、ネジ軸２６は第一円板車１ａと共に僅かな量
の上下動または弾性振動が可能な構造にしてある。
【００２３】
　なお、本実施例の従動アクチェータ２５は、弾性手段３０を押圧するネジ溝２６ａおよ
び加圧連結体の送りナット２７で形成した第二スクリュ付勢装置２５ａである第二従動ア
クチェータ２５ａと、また伝達車１の円板車１ａを単に変速用に変位させるためネジ溝２
６ｂおよび加圧連結体２８で形成した第一スクリュ付勢装置２５ｂである第一従動アクチ
ェータ２５ｂとを有している。しかも本例ではスクリュ付勢装置２５ａ、２５ｂが、共通
した単一のネジ手段２６および従動ジャッキ２４で付勢動力源として変速指令供給源９を
共用した例を示している。共通の変速信号を変速指令供給源９から得られる限り、この両
者を全く別体にしても良い。
【００２４】
　図２は、本実施例の弾性手段３０の拡大した断面図である。この弾性手段３０は、直径
が順次大きくなる四つのコイルスプリング３３ａ、３３ｂ、３３ｃ、３３ｄを同心円状に
かつ予め加圧状態で収納し底蓋３６およびケース３５により単一の構造物とした弾性手段
である。なおスプリングは他の如何なる形状でも良い。周知の環状板バネを単一形状に連
結してもよいが、本実施例では図４に示す様に比例動作に近似する階段特性を得るために
送りナット２７の送り量に応じて、各スプリングに施した連動環３７ａ、３７ｂ、３７ｃ
、３７ｄが順次連結しながら加圧力を階段状に加算するようなカスケードまたは直並列構
造になっている。全体が伝達車１に直接ではなく、本体１０に設置される点が特徴的であ
る。
【００２５】
　本実施例では、本来単一のコイルスプリングだけでは形成することの出来ない大きな押
圧力を小さな空間で確保するため、弾性手段３０は特殊な構造を採用している。すなわち
ケース３５の内部は階段状当接部３８ａ、３８ｂ、３８ｃ、３８ｄが施され、各当接部３
８の最内径が各連動環３７の最内径より大きいので、各連動環３７は突出している。この
突出部分が、送りナット２７の変位に伴って隣接の連動環３７と係止し、順次押圧力を増
していく構造である。従って弾性手段３０は予め大きなエネルギの蓄積したパッケージと
して着脱自在である。
【００２６】
　一方、本実施例では、変速動力供給源と変速信号供給源とが、単一の変速指令供給源９
の一例として可逆モータ１２で示したが、変速指令としてのこの回動力は手動ハンドル或
いは油圧又は空圧等の圧力流体可逆モータであっても良い。本実施例では、各アクチェー
タの各ジャッキ１４、２４の各ネジ溝１５、２６ａ、２６ｂはその回動に伴って各伝達車
１、２に変速動力を供給すると同時に変速比信号も同期して付与するように、全てピッチ
が統一してある。これ等のネジ溝は全てボールネジを使用する場合は可逆モータ１２ａ等
にブレーキ機構を要するが、三つのネジ溝の一つを台形ネジにしておけばブレーキ機構は
達成できる。このピッチを弾性手段３０等の押圧変位量に応じて任意に変更しても良い。
【００２７】
　次に第１実施例の作用を、図４に従って説明する。図１において、変速機１０の初期状
態を最高速状態と仮定すると、従動側および駆動側の各伝達車１、２の第一円板車１ａ、
２ａが図中のＨＩＧＨの位置にあるときの状態である。
【００２８】
　この状態より可逆モータ１２を操作し、減速する方向に回動したと仮定すると、駆動ア
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クチェータ６によりネジ軸１５はそれ自体が下方に降下して、駆動伝達車円板車２の第一
円板車２ａへの押圧を解除し始める。このとき従動伝達車１の第一円板車１ａは、軸受５
、送りナット２８、ネジ軸２６および送りナット２７によって常時加圧されている。しか
も弾性手段３０のスプリング３３の中の第１番スプリング３３ａのみが単独で常時加圧し
ている。この初期加圧力Ｐ１１（＝Ｐｍｉｎ 最低加圧力）は予め送りナット２７の位置
決め操作で調整される。
【００２９】
　図１に示す従動伝達車１の左半分の断面図は、この減速操作前の最高速時の初期状態を
示している。従って減速指令で操作して伝達車２へのアクチェータ６の押圧が解除し始め
ると、従動円板車１ａの加圧力が駆動円板車２ａの押圧力より大きくなるので、伝達体４
の接触半径ｒＨは従動車１の側ｒＨ′に増し、逆に駆動車２の側では接触半径ｒが減る方
向に作用するので出力回転数は減少する。
【００３０】
　この時可逆モータ１２の回動力は、駆動側押圧アクチェータ６のウォーム軸１４ａから
第２連結手段１９を経て従動アクチェータ２５にも加わる。そこで第二従動アクチェータ
２５ａの送りナット２７は上昇し始め、第１番スプリング３３ａへの押圧力を増す。同時
に第一従動アクチェータ２５ｂの送りナット２８は、ネジ溝２６ａと２６ｂが互に逆ネジ
なので、逆に降下し第一円板車１ａに、第二アクチェータ２５ａによって増大した押圧力
を直列に重畳させながら、更に強い加圧力で下方に印加する。そこで第一円板車１aと第
二円板車１ｂとの相対距離を収縮摺動することになり、同時に加圧力も増大するので軸ト
ルクは増大する。
【００３１】
　その結果、変速機１０としての変速比εｍｉｎ は増大し出力回転数は最高速状態から
減速しているにも拘わらず、伝達車１の第一円板車１ａへの加圧力は逆に増大することを
意味している。このことは、伝達車１の弾性手段が示す加圧力特性が、変速比に対し正の
傾きを有する正特性である。即ち本願発明の伝達車１の弾性手段３０が示す出力回転数対
加圧力特性は、図４の第１番スプリング３３ａの特性線Ｉの傾斜が示す様に、逆に負の傾
きを有する負特性になっていることを示す。従動アクチェータ２５が、元来は正特性の弾
性手段３０を逆に負特性の加圧特性として作用させていることを意味している。
【００３２】
　続いて、可逆モータ１２を更に減速操作すると、ナット２７に加わる、押圧力が増大し
て特性線ＩのＰ１１からＰ１０に達した所で弾性手段３０の第１番スプリング３３ａに予
め溶接固着した連動環３８ａが第２番スプリング３３ｂに当接し、二つのスプリング３３
ａおよび３３ｂが同時に協働し始める。図４の特性図に示す如く、ネジ軸２６を経て第一
円板車１ａに加算された加圧力は階段的に急上昇してＰ２１に到り、特性線Ｉから特性線
IIに移行することになる。続いて更に減速操作すると特性線IIに沿って加圧力は増大し始
め、二つのスプリング力の和の値ＳＰ３３ａおよびＳＰ３３ｂの特性線IIを負の傾斜に従
って上昇する。
【００３３】
　以下、同様に可逆モータ１２を最低速状態にまで減速操作すると、上述と同様の動作を
順次繰り返えす。図１において、従動側および駆動側の各伝達車１、２の第一円板車１ａ
、２ａが同図のＬＯＷの位置まで達したことになる。このとき、弾性手段３０のすべての
スプリング３３ａ、３３ｂ、３３ｃ、３３ｄは、図２の右半分に示す様に、全押圧状態に
到るので、最低速状態における全スプリング荷重の総和としての加圧力Ｐ４０は最大加圧
力Ｐｍａｘ となり、その加圧特性図は全体的に図４の特性線（Ａ）のように階段状の負
の傾きの特性になる。
【００３４】
　次に、逆に可逆モータ１２を増速指令で操作する場合を述べる。この場合は上述した減
速操作のときの動作と全く反対になる。最低速状態から増速するときは、従動車１に最大
加圧力Ｐｍａｘが印加されているが、変速比が最大減速比εｍａｘであるので、駆動車２
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の第一円板車２ａに供給する押圧力は、減速比εｍａｘの割合だけ軽減した押圧力が変速
押圧アクチェータ６から確保されれば、増速操作は行われ得る。従って可逆モータ１２の
増速操作によって伝達車１の第一円板車１ａへの加圧力は図４の階段状特性線に沿って降
下し始め、順次増速するに従い減少して行くので軸トルクは減少する。
【００３５】
　上述の如く、本実施例では、従動伝達車１の側において単にフックの法則に従う通常の
正特性の弾性手段と、この加圧力に直列重畳させた押圧力を供給する従動アクチェータ２
５との双方から変速比に対応した加圧力を印加し、両総合加圧力が、第一円板車１ａと固
定本体１０との間に印加することによって、出力回転数に対し負特性の加圧力を第一円板
車１ａに印加するものである。このことは従動アクチェータを介する弾性手段３０の負特
性の押圧力が、伝達車１における第一および第二円板車１ａ、１ｂの相対距離Ｄｍが収縮
摺動し減速するのに応じて増大し、逆に相対距離Ｄｍが伸長摺動し増速するのに応じて減
少するように作用していることを示す。従って明らかに従来例として示した正の傾きの特
性線（Ｄ）と比較すると可変加圧制御形態が全く相異しており、このアクチェータ２５が
弾性手段３０を経て伝達車１に対して負の加圧特性を付与することを示す。
【００３６】
　伝達車１への加圧力特性線（Ａ）を印加する場合には、実装運転上における伝達体４の
張力は、同図４の特性線（Ｂ）のように特性線（Ａ）以下で使用することになるが、両者
の圧力差が大きくなると、伝達中の発熱が増しまた伝達効率も悪化する。従って理想的に
は階段状特性（Ａ）よりは、実装特性線（Ｂ）の変動を想定して、これに近いリニヤ特性
の加圧力特性を実装特性線（Ｂ）より大きく選定し特性線（Ａ′）として施すのが望しい
。
【００３７】
　また、同径の伝達車１であっても、大きな伝達動力を必要としない場合には、従来技術
と同様に単一のスプリング３３ａのみと、従動アクチェータ２５とによって定馬力伝達も
可能である。
【００３８】
　このときの伝達車１と伝達体４との接触半径ｒが、最高速時に接触周長ｒＨでは接触周
長が小さな値ＬＨしかないのに対し、最低速時には半径ｒＬも接触周長ＬＬもほぼその数
倍に達している。従って、この種の変速機では、最低速時の面積ＳＬは最高速時の接触面
積ＳＨの数倍を既に自動的に確保していることを意味する。そこで伝達体４が受ける軸ト
ルクＴとしては、回転数Ｎの減少に伴って逆に増大できる。
【００３９】
　このことは、低速域でも伝達馬力Ｐを一定に確保できることを示している。ちなみに、
加圧特性線（Ｄ）は、単一のスプリング３３ａのみ使用し、しかも変速逆押圧アクチェー
タ２５を採用しない場合の従来思想の変速機に利用されている弾性手段の正特性の加圧特
性を示す。
【００４０】
　本発明の課題である「伝達車と伝達体間の接触径を正確かつ早い変速応答性」を再現さ
せる可変径位置決め制御機能は、駆動車２に於ける接触径ｒ１が駆動アクチェータ６の操
作によって、変速指令が定まれば一義的に固定されることによって実現する。即ち駆動車
２が変速比の基準状態をまず最初に確保することを駆動アクチェータ６が果している。更
に本発明のもう一つの課題である「トルクによる出力動力の安定性ないし自動調芯機能」
は、従動車１に於ける接触径ｒ０を安定状態に自動調芯する従動アクチェータ２５および
弾性手段３０の協働によって行われることを示している。即ち駆動車２で定まる基準位置
に従い従動車１は、従動アクチェータ２５から大きな加圧力を付与された弾性手段３０が
この加圧力を変速指令に応じて可変加圧制御機能による所定トルクを維持しながら、自ら
安定均衡する接触径ｒ０を瞬時に見出すことにより自動調芯を果す点に本発明の最大の課
題解決の根拠がある。
【００４１】
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　次に図３および図４に従って、変速機構自体に内在する誤差要因および入出力側衝撃な
ど外部から加わる変動要因の自動調芯機能について説明する。ここで、変速機出力に内在
する誤差要因には、代表的なものとして、例えば、（ｉ）伝達体４の伸び、 （ｉｉ） 伝
達体４の接触面即に厚味の劣化摩耗、(ｉｉｉ) 円板車１ａ、１ｂの接触面の寸法摩耗、
さらに（ｉｖ）ジャッキ部のホイール摩耗等がある。いずれの場合にも、弾性手段３０に
て伝達体４に常時加圧力が付与されているので、従動伝達車１において、回転中にこれを
自動的に押圧調芯する。
【００４２】
　図３は、本実施例の自動調芯機能を示すための従動ジャッキ２４の概略構成図である。
例えば図１の伝達車１が最速のＨＩＧＨ（左半分に示す）状態のとき、伝達体４ａが破線
４ａ′まで伸びたものと仮定する。このとき該当している第１番加圧スプリング３３ａが
ネジ軸２６ａを送りナット２７にて常時下方向に押圧している。従動ジャッキ２４内のウ
ォームホイール４３は、ネジ軸２６の下端部に施したスプライン軸部２６ｃと回動可能に
連結している。そこでネジ軸２６の全体は、伝達体４ａ′の伸びの微量分（ｒ′Ｈ－ｒＨ
）に対応する分だけホイールを貫通して下方に変位量Ｍだけ移動し、回転しながら常に自
動調芯する。また、低速域では大きい加圧力で同様の自動調芯が機能する。このことは変
速域でそれぞれ加圧量が変速比に応じて変化するので、いずれかの変速域で接触圧が不安
定になることが無く、スリップやベルトの伝達上の乱れが無い状態で全て吸収し調芯する
ことを意味している。伝達体の伸びに対し変速比が増した状態になるが、動力伝達は運転
中に常に自動調芯しながら安定状態で維持する。
【００４３】
　特にこの自動調芯機能は、高速時は弱い押圧力でまた低速時には強い押圧力で回転中自
動的に誤差を吸収するので、運転中の経年変化に応じて僅かづつ、安定して調芯する。伝
達体４の伸びの場合は、駆動車２での接触径に変化は無く、従動車１の弾性手段３０が自
動調芯する。また上述の誤差要因（ｉｉ）の場合は駆動車２での接触径は減り従動車１で
の接触径を増すので、この場合も変速比が増す方向に自動調芯する。いずれの場合も出力
回転数の誤差として表われるが、大容量の動力伝達中であっても回転中常時極めて適正か
つ安定した調芯機能を果す。
【００４４】
　また次に変速機に外部から加わる外乱としては、入力側原動機の起動衝撃、或いは出力
側負荷機器の突発的な振動衝撃等があるが、この場合にも弾性手段３０およびネジ軸２６
がこれを瞬時に吸収して自動復帰させる機能を果す。入出力軸１１ａ、２０或いは両アク
チェータ６、２５から侵入するが、この場合も駆動車２に印加する場合は主に伝達体４の
幅方向（軸芯方向）の弾性によって吸収されるが、従動車１に印加する場合は、上述のこ
の伝達体４だけでなく弾性手段３０が積極的に外乱に抗してこれを吸収し安定な加圧力に
て再び自ら接触径の均衡状態を作り出し安定伝達に自動復帰する調芯機能は前述と同様で
ある。特に変速領域のどの段階でこの衝撃振動が加わっても、高速域では弱い加圧力でま
た低速域では強い加圧力でその弾性振動の大きさに対応して外乱を自動調芯するために、
全変速領域に於いて、大容量の動力伝達を行っても、安定した伝達機能を果す。
【００４５】
〔第２実施例〕
　図５は、本発明の第２実施例変速機操作装置用の従動伝達車１の断面図である。図１の
実施例との相異点は次のとおりである。（１）弾性手段３０が本体１０でなく第一円板車
に直接装着されて回転し、しかも５本のスプリング３３ａないし３３ｅの夫々が図４の特
性線（Ｉ）～（Ｖ）の五段階の階段状に直接該円板車を加圧していること。（２）アクチ
ェータ２５のネジ軸２６には１ケ所で、しかも長いネジ溝２６ｄが施されていること、（
３）加圧連結体としての送りナット２８のストロークは、第二アクチェータとしての弾性
手段３０の押圧移動分Ｌ２と、第一アクチェータとしての円板車１ａの変速移動分Ｌ１と
が共通して同一のリード部２６ｂ上で行うため、ストロークＬ０（＝Ｌ１＋Ｌ２）に大巾
に増している。このためネジ溝のピッチが駆動アクチェータより大きいこと、（４）弾性
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手段３０が円板車１ａを直接加圧しているのでネジ軸２６とウォームホイール間にスプラ
イン結合が不要であること等が挙げられる。この実施例の動作は、図１の実施例とほぼ同
等であるので、詳細説明は省略する。図１に示す変速指令供給源９からの変速指令として
互いに同期させるためには、従動アクチェータ２５のネジ軸２６の回転数を増大させるた
めのウォーム減速比の変更、或いは歯車動力伝達機などの別途設置、またはネジ溝２６ａ
とピッチの変更などの対策を要するが、これ等はいずれも周知の技術で達成できるので、
説明は省く。
【００４６】
〔第３実施例〕
　図６は、本発明の第３実施例変速機操作装置用の従動伝達車１の断面図である。図１お
よび５の実施例と決定的に異なるのは、（１）弾性手段３０が単一スプリング３３で構成
されているため、第一円板車１に印加される弾性手段３０の加圧特性が図４の特性線Ａ′
のように連続的な比例動作のリニヤ特性になることである。この場合実装上の負荷特性線
Ｂに近似しているため、伝達効率が極めて高効率になり、同時伝達体４および伝達車１お
よび２の摩耗劣化が減るため耐久性が増す。その他の相異点としては、（２）弾性手段３
０と第一円板車１ａとの間に回転力を除くための軸受５が存在し、軸受５を介して第一円
板車１ａを軸芯方向に加圧連結体２８ｂを介して加圧されること、（３）スプリング３３
の加圧変形を防ぐガイド体１０ａが本体から施されていること等がある。この実施例の動
作も第２実施例と同じであるので詳細説明は省略する。
【００４７】
　なお、上述して来た第１、第２および第３実施例に示した従動アクチェータ２５の従動
ジャッキ本体２４の設置場所が、共通して従動伝達車１の裏側、すなわち本体１０の一平
面側に設置されている。従って、この位置から第一円板車１ａの摺動制御を行うためには
、摺動のための可動部分を第一円板車１ａの存在する位置まで変速指令を動力伝達する必
要があり、この目的のため回転軸２０に貫通孔２１が施され変速指令が伝達される。
【００４８】
　しかし、このことは反面、変速機に変速指令を供給する電気的制御機構を著しく簡易化
できる利点を提供している。すなわち、手動ハンドル，電気可逆モータ或いは流体可逆モ
ータなどの変速指令供給源９を単一に共用し、連動手段を機械式に構成するための伝達機
構１３および１９として、カップリング８，８，ヒンジ１６ａ、１６ｂ、連結棒１３、１
７その他の動力伝達機等で達成できるからである。特に連結棒１７だけで両アクチェータ
６、２５の完全な同期連動が確保できる。従動車１及び駆動車２への加圧制御および位置
決め制御の各制御が高精度に行われ、しかも両者が互に連結しているため、一方のみが伝
達車１、２への押圧位置を大きく外れることが阻止でき安定伝達を保証する。
【００４９】
〔第４実施例〕
　図７は、本発明の第４実施例変速機操作装置用の従動伝達車１の断面図である。この例
は図１の実施例とほぼ同等の動作をするので詳細な説明は省略する。図１との相異点は、
（１）アクチェータ２５の従動ジャッキ２４が図１の場合と異なり、伝達車１の第一円板
車１ａの側の本体１０に配置されていること、（２）弾性手段３０と第一円板車１ａとの
間に支持連結体２８ｂおよび軸受５を介して加圧していること、（３）回り止めレバー２
８ａがもう一つの加圧連結体２７ｂに施したガイド穴２７ｃによって案内されること、（
４）弾性手段３０は単一のコイルスプリング３３を使用しており、その加圧変形を防ぐガ
イド体１０ａが本体１０より施されていること、（５）回転軸２０には貫通孔２１が存在
しないこと、（６）出力動力を回転軸２０の軸端２０ａから送出すること、等である。
【００５０】
〔第５実施例〕
　図８は、本発明の第５実施例変速機操作装置用の従動伝達車１の断面図である。上述の
第１乃至第４実施例は回転軸２０がいずれも片持軸受支持構造の変速機の例であったが、
本実施例は両軸受支持構造の例を示す。軸芯方向に固定されている本体１０、および従動
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車１の間で、従動アクチェータ２５と弾性手段３０との各押圧力が直列に重畳して従動車
１に印加され、出力回転数に対し負特性の加圧力を供給する主要動作は、他の実施例と同
じなので、詳細な説明を省く。
【００５１】
　他の実施例との相異点は次の通りである。（１）ネジ手段２６および連結体２７に貫通
孔が施され、そこに従動車１が貫通していること。（２）ウォーム伝達機の代りにベベル
伝達機２４の歯車伝達機が使用されていること、（３）弾性手段３０のスプリング３１，
３２，３３は、いずれも連結体２７の作動と共に全てが同時に伸縮するため実質的に単一
スプリングの場合と同じリニヤ加圧特性になるが、各スプリングの捩れによる従動車１へ
の歪力を相殺させるためにスプリング３１と、スプリング３２および３３とは、互に巻回
方向が逆巻に構成されていること。
【００５２】
〔第６実施例〕
　図９および図１０は、それぞれ本発明の第６実施例変速機操作装置用の従動伝達車１の
断面図および同実施例の連結体の構成図を示す。この例も第５実施例と同様に両軸受支持
構造の回転軸２０に適用した例であり、主要動作も同じであるので詳細な説明を省く。相
異点は、（１）台形ネジのネジ手段２６が回転軸芯と同一ないし平行ではなく、垂直に配
されていること。（２）更に図１０のように連結体は、カム機構として二つの連結体２７
および２８に分かれ、各連結体にテーパカム部をもつカムレバー２７ｃおよび２８ｃと歯
車伝達機４３′でなるカムレバー付勢装置が施され、互いの相対位置関係をネジ手段２６
で変化させることによって、弾性手段３０を可変加圧させていること。従って本体１０に
施した架台２９ａの平面２９ｂと連結体２８との間にテーパカム部をもつ連結体２７を垂
直方向に出し入れして弾性手段３０への加圧力を可変に制御すること。
【００５３】
〔他の実施例〕
　以上、本明細書の実施例は、各アクチェータとしていずれもネジ手段、歯車伝達機と連
動する連結体のスクリュまたはカム付勢装置を含む例を開示したが、各種の変更が可能な
のでこれに限定されるものではない、駆動車側での可変径制御と従動車側での可変加圧制
御とで電気的または機械式連動手段を経由して互に同期連結が行われかつ低速域に従って
加圧力を増大する制御が行われている限り、手動ハンドル操作或いは圧力流体付勢動力源
等を利用した流体シリンダを有する圧力流体付勢装置の加圧ジャッキにて各制御を行って
も良い。更に両伝達車１，２の変速制御に際して、ネジ手段と、これを可逆に付勢する従
動、駆動ジャッキが存在していれば良いので、駆動および従動ジャッキはウォーム減速機
だけに限定されるものではない。すなわち、駆動および従動ジャッキ１４および２４のネ
ジ手段、流体シリンダまたはカムレバーに圧力流体付勢装置或いは電気駆動の可逆モータ
を直接使用し、変速指令供給源は供給源９のように単一共用せずに各々個別に設置しても
良く、これ等の変更は、当業者に容易である。
【００５４】
　また、ネジ溝自体は、効率が悪化してもブレーキ機能を保持するならば台形ネジとする
のが有利であり、また効率を良好にするにはボールネジを使用し可逆モータ側にブレーキ
機能を施す等の周知の設計的事項で選定でき、またネジ手段の位置関係は、伝達車の回転
軸芯方向またはこれと垂直方向に実質的に平行であれば良く、この平行の概念には当然同
軸も含み、また偏心した位置を含むものであり、各種の設計変更は必要に応じて可能であ
る。従って、「特許請求の範囲」内において、当業者が行う各種の設計変更についても本
発明の範囲に包含されるものである。
【００５５】
【発明の効果】
　定馬力伝達型の変速機構を確立するには、入出力側の各々の伝達車に対して、所定変速
比を安定に維持させるため伝達車と伝達体の接触径の高精度位置決めさせた可変径制御機
能と、伝達体へ変速比に応じた軸トルクを確保するため弾性手段を介在させて正特性の弾
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性加圧力を付与する可変加圧制御機能との二つの機能の明確な役割分担をさせることが必
要である。本発明は、前者の可変径制御機能を駆動伝達車が分担し、後者の常時可変加圧
制御機構を従動伝達車がそれぞれ分担させて、各機能の役割を分担させることによって定
馬力の変速動力伝達の機能を達成させたものである。無段変速機の生命とも云える良質な
動力の伝達機能は、（１）第一に、或る変速比ε１から別の変速比ε２への移行課程が良
好であり早い応答性を持つこと、（２）第二に変速機の内外から加わる乱調に対して円滑
かつ瞬時に吸収できること、の二点に集約される。（１）の移行課程は、前者の駆動車の
接触径の位置決めが一担決定されると駆動車側での安定な接触半径を維持したまま、続い
て後者の加圧特性の弾性手段が自からの加圧状態によって、従動車の側での伝達体接触径
を自動的に模索し安定状態に瞬時に自動調芯し収束させる。従って速比を如何に早く変化
させても必ずこの移行課程を瞬時に経るため良質な応答性の伝達機能が保証される。また
（２）の乱調が生じた場合も、前者の駆動車の可変径位置決めが安定位置に復帰し維持で
きる限り、必ず従動車の弾性手段が自動調芯させ乱調を確実に吸収する。斯くして、良質
の伝達が保証されると同時に、結果として通常の弾性手段の可変加圧制御によって定馬力
伝達の無段変速機が実現するので、工業的価値は甚大である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施例操作装置を適用した変速機の断面図である。
【図２】第１実施例に示した弾性手段の拡大図である。
【図３】第１実施例に示した従動ジャッキの部分内部構成図である。
【図４】第１実施例に示した従動伝達車への弾性手段の加圧特性図である。
【図５】本発明の第２実施例変速機操作装置の従動伝達車の断面図である。
【図６】本発明の第３実施例変速機操作装置の従動伝達車の断面図である。
【図７】本発明の第４実施例変速機操作装置の従動伝達車の断面図である。
【図８】本発明の第５実施例変速機操作装置の従動伝達車の断面図である。
【図９】本発明の第６実施例変速機操作装置の従動伝達車の断面図である。
【図１０】第６実施例変速機操作装置の従動アクチェータの連結体の傾視図である。
【符号の説明】
　１　従動伝達車または従動車
　１ａ、２ａ　第一円板車または摺動円板車
　１ｂ、２ｂ　第二円板車または固定円板車
　２　駆動伝達車または駆動車
　３　連結体
　４　伝達体
　５　軸受
　６　駆動アクチェータまたはアクチェータ
　６ａ　スクリュ付勢装置
　７、１１ａ、２０　回転軸
　９　変速指令供給源
　１０　本体または変速機
　１３、１９　連動手段
　１４　駆動ジャッキまたはジャッキ本体
　１５、２６　ネジ手段またはネジ軸
　１７　連結棒
　２４　従動ジャッキまたはジャッキ本体
　２５　従動アクチェータまたはアクチェータ
　２５ａ　第二従動アクチェータまたはスクリュ付勢装置
　２５ｂ　第一従動アクチェータまたはスクリュ付勢装置
　２７、２８　加圧連結体、連結体、送りナットまたはカムレバー
　３０　弾性手段
　３３　スプリング
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